〔要　求〕

	11－（１）自治体財政の悪化により、職員の賃金削減や住民サービスの悪影響が懸念されることから、一般会計、公営企業会計、第３セクターなどを含む2015年度決算状況、財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の内容について説明すること。


〔解　説〕

2007年に自治体財政健全化法が国会で成立し、各自治体では毎年度、以下の「財政健全化判断比率」を、監査委員の審査に附した上で議会に報告し、公表することになりました。

①　財政健全化判断比率のうち、ア～エの指標がひとつでも基準を超えた場合、早期健全化団体又は財政再生団体となる。

ア　実質赤字比率

　　　　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

　　　　　　　　

基　準　

	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
	3.75％
	５％

	市町村・特別区
	11.25％～15％
	20％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　イ　連結実質赤字比率

　　　　全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

基　準
	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
	8.75％
	15％

	市町村・特別区
	16.25％～20％
	30％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ウ　実質公債費比率（３ヶ年平均）

基　準
	　　早期健全化基準
	財政再生基準

	　　　　　　25％
	35％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　エ　将来負担比率

基　準
	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
政令指定都市
	400％
	

	市町村・特別区
	350％
	


②　公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度公営企業ごとに「資金不足比率」を監査委員の審査に附した上で、議会に報告し公表する。これが、「経営健全化基準」以上の場合は「経営が悪化した要因」の分析結果を踏まえ経営健全化計画を定めなければならない。

ア　公営企業の資金不足比率

　　　　公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率

　　基　準

	経営健全化基準
	20％


③　第３セクターについては、出資比率が50％以上又は、出資割合が50％未満の場合は実質的に主導的な立場を有している場合、連結実質赤字比率の対象になります。

以上、労働組合として財政状況をしっかり把握し、財政が悪化している場合は、その原因を追求する必要があります。

〔要　求〕
	11
（２）2016年度地方交付税算定を含む一般財源の見通しなど、2017年度予算編成にむけて総人件費の確保や労働条件の変更については、計画段階から事前協議を行うこと。
（３）一般財源の確保が着実に実行されるよう地方三団体などを通じ、政府に要求すること。


〔解　説〕

（１）骨太の方針2015において2018年度まで一般財源の総額は、2015年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとされています。
　　　しかし、総務省が行った2017年度の仮試算では、アベノミクスと称する経済政策が引き起こした円高により、法人税が伸び悩んだことで前年度繰越金が確保できず、地財計画ベースの交付税では昨年より0.7兆円減の16.0兆円となっています。

　　　消費増税の先送りや、その一方で選挙公約としてきた保育士や介護人材の処遇改善財源の地方負担分の増加、プライマリーバランスの黒字化方針は堅持する中で骨太の方針2016では地方財政を歳出抑制のターゲットとしており、楽観視できる状況にはありません。

（２）道本部としてはこの間、2017年度の地方財政計画、地方交付税総額確保にむけて地方自治法99条に基づく意見書採択の取り組みを展開してきましたが、しっかりと予算編成段階から労働組合として関わり、安易な合理化提案をさせない取り組みが重要ですし、自治労として地方三団体を通じて財源確保の取り組みをすることはもちろんですが、並行して各首長が財源の確保にむけて市長会・町村会のなかで意見反映することも必要となります。
－146－

